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１．決 算 規 模  

７年度の決算規模（歳出）は、前年度と比較すると、一般会計は 22億円の増、特別会計は 15億

円の減、企業会計は８億円の増となり、全会計では 15億円の増となりました。 

581 559 542 556
714 656 641 612 646 668

361 358 339 329

317
320 316 321 319 304

227 239
238 242

249
241 255 252

269 277

1,169 1,156 1,119 1,127

1,280
1,217 1,212 1,185

1,234 1,249

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

決算規模の推移
合 計

企

業

会

計

特

別

会

計

一

般

会

計

億円

 

 

以下、２.決算収支  ３.基金等  ４.歳 入  ５.歳 出  は一般会計、６.主な財政指標 は、

普通会計の内容で記載しています。 

 

 会 計 区 分  

小樽市では、「一般会計」のほか「特別会計」と「企業会計」をそれぞれ５つ設置しています。「一

般会計」から「特別会計」「企業会計」に対し、法令等で定められた基準により繰出金を支出するほか、

必要に応じて、特別会計の収支余剰・不足を一般会計との繰入れ又は繰出しにより調整しています。 

一般会計

繰出 水産物卸売市場 国民健康保険

介護保険 後期高齢者医療

繰入

繰出 病　　院 水　　道 下 水 道

産業廃棄物等処分 簡易水道

特別会計

企業会計

企業経営という観点を取り入れ、地方公営企業法の全部又は

一部の適用を受ける会計

福祉や教育、衛生など

地方公共団体の行政運

営における基本的な会

計

港湾整備

特定事業に限定し、一般会計と区別するために設置した会計

 

上記の会計区分のほかに、「普通会計」と「公営事業会計」があります。普通会計は、地方公共団体

ごとに会計区分や対象範囲が異なることから、団体間の財政比較などを目的として国が定めた決算統

計上の分類であり、小樽市では特別会計の廃止等に伴い、現在は一般会計のみで構成されています。 
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２．決算収支  

「実質収支」は、22年度に累積赤字を解消して以降、16年連続で黒字となりました。また、前年

度の実質収支を差し引いた「単年度収支」は３年度以来４年ぶりに黒字となり、財政調整基金の積

立て・取崩し等を考慮した「実質単年度収支」は、黒字となりました。 
 

■一般会計の決算状況
（単位：百万円）

H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

実質収支 663 221 216 141 166 1,695 1,441 1,285 200 1,302

単年度収支 ▲1,259 ▲442 ▲5 ▲75 25 1,529 ▲254 ▲156 ▲1,084 1,102

実質単年度収支 ▲298 ▲410 ▲194 ▲517 ▲155 1,612 598 564 ▲817 1,242

【参考】財政調整基金繰入額 － 300 300 550 250 － － － 380 －

 

 

 ７年度の収支状況  

７年度の実質収支は、13 億 200 万円の黒字となりました。実質収支から７年度の歳入に含まれる６

年度の決算剰余金である前年度繰越金２億円を控除した単年度収支は 11 億 200 万円の黒字、単年度

収支に、財政調整基金の積立金１億 4,000 万円を考慮した実質単年度収支は 12 億 4,200 万円の黒字

となりました。 

なお、当初予算における収支不足を補うため行っていた他会計などからの借入れによる財源対策に

ついては、24 年度以降は実施していません。 

（※「他会計などからの借入れ」については、３ページ(３)を参照） 
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実 質 収 支：歳入歳出差引額から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額 

単 年 度 収 支：当該年度の実質収支から前年度の実質収支（前年度繰越金）を差し引いた額 

実質単年度収支：単年度収支に財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基

金の取崩額を差し引いた額 

財政調整基金：年度間の財源の不均衡を調整するための積立金 
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３．基 金 等  

（１）財政調整基金・減債基金 

財政調整基金は、前年度決算剰余金などにより１億 4,000万円を積立てし、取崩しは行いま

せんでした。減債基金は、臨時財政対策債の償還財源として 9,900万円を積立てし、取崩しは

行いませんでした。 
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基
金

※基金残高は、出納整理期間中の積立て・取崩しを含みます。

減
債
基
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（２）特定目的基金 

特定の目的のための基金の残高は、28年度以降は「ふるさと納税」による寄附金が増加した

ことから、残高が増加傾向にあります。７年度は、将来の庁舎建設に向けた資金として保有し

ていた北海道市町村備荒資金組合への納付金７億 9,300 万円を庁舎建設資金基金へ振り替え

たことなどにより、残高が増加しています。また、既存の特定目的基金の整理を行ったことな

どにより、基金設置数が減少しています。 
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（３）他会計などからの借入れ 

13年度以降に財政調整基金・減債基金の残高が大きく減少したため、14年度から 23年度

までの間、不足する財源について他会計や基金から借入れを行ってきました。 

借入時の予定どおり計画的に償還を進めてきており、基金については４年度に償還が終了

し、他会計については８年度に償還が終了する見込みです。 
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４．歳  入  

（１）歳入の内訳 

７年度の歳入をみると、国・道支出金が 191億 500万円で、歳入全体の 28.1％を占めていま

す。次いで、地方交付税が 172 億 2,000 万円で 25.3％、市税が 150 億 5,200 万円で 22.1％と

なっています。 

36,681

<53.9%>

31,427

<46.1%>

市 税

15,052 <22.1%>

譲与税・交付金

4,208 <6.2%>

地方交付税

17,220 <25.3%>
その他の一般財源

(前年度繰越金など)

201 <0.3%>

使用料・手数料

1,370 <2.0%>

国・道支出金

19,105 <28.1%>

市 債

(建設事業分など)

4,974 <7.3%>

諸収入

3,147 <4.6%>

その他の特定財源

(分担金・負担金など)

2,831 <4.1%>

特定財源 一般財源

歳入総額

68,108

歳入内訳の構成（７年度） 単位：百万円

 

（２）一般財源 

７年度の一般財源収入は、前年度と比べ、市税や地方交付税が増加しましたが、前年度繰越

金などが減少したことにより、全体では３億 1,400万円の減となりました。 
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一 般 財 源：市税や地方交付税など、市が自らの判断で使途を決めることができる財源（多様な

行政ニーズに対応した市独自の政策を実施するためには、一般財源の確保が重要と

なる） 

特 定 財 源：国・道支出金や使用料・手数料など、使途があらかじめ定められている財源 
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（３）市  税 

７年度の市税収入は、前年度と比べ、固定資産税、たばこ税、入湯税で減収となりましたが、

個人市民税、法人市民税、軽自動車税、都市計画税で増収となり、全体では６億 5,700万円の

増収となりました。 
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市税収入率は、前年度と比べると現年課税分については 0.1ポイント減少、滞納繰越分につ

いては前年度と同じ 2.0％でした。現年課税分及び滞納繰越分を合わせた市税全体の収入率は、

前年度に比べ 0.8ポイント増加しました。 
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（４）地方交付税 

地方交付税と、普通交付税の一部が振り替えられた臨時財政対策債を合わせた「実質的な地

方交付税」は、国の「三位一体の改革」の影響により 16 年度に大幅な削減を受けて以降、19

年度まで減少していましたが、地方再生対策費等の算定項目の新設などもあり、20年度から増

加傾向に転じました。 

その後、28 年度は普通交付税算定の基礎となる国勢調査人口の減少、29 年度は人口急減補

正（国勢調査人口の減による普通交付税の急減を緩和し、毎年度段階的に減額される）や市税

収入の増収、30年度は地域経済・雇用対策費の算定項目の廃止や、生活保護費における前年度

の被生活保護者数の確定に伴う精算、令和元年度は寒冷度級地区分の見直し、２年度は固定資

産税（償却資産）や地方消費税交付金の増収分が普通交付税の算定に反映されたことなどから、

それぞれ減少しました。３年度以降は、国税収入の増収に伴い、臨時財政対策債が減少する一

方で、普通交付税が再算定により増加傾向にあるほか、７年度は、特別交付税の増加により、

全体としては前年度に比べ６億 200万円の増となりました。 
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地 方 交 付 税：地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域においても一定の行政サービス

を提供できるよう国税の一部が地方公共団体に交付されるもので、使い道が特定さ

れる「国庫支出金」などと違い、地方自治体が自由に使えるお金（一般財源）とし

て、市税と合わせて一般会計歳入の約半分を占める主要な財源 

普 通 交 付 税：財源不足団体に対して交付される地方交付税 

特 別 交 付 税：普通交付税で捕捉されない特別の財政需要に対して交付される地方交付税 

臨時財政対策債：地方交付税を交付するための財源に不足が生じていることから、不足額の一部を地

方負担により補塡するため、地方自治体に特例で借入が認められた地方債（返済す

る際の元利償還額は、後年度の地方交付税の算定において全額算入される） 
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５．歳  出  

（１）目的別決算状況 

歳出を使われる目的別にみると、７年度も引き続き民生費が最も多く、次いで職員給与費、

総務費の順となっています。 

前年度と比較すると、諸支出金において財政調整基金積立金や減債基金積立金の減などによ

り７億 6,400 万円、衛生費において旧ごみ焼却場解体事業費の皆減などにより９億 4,100 万

円、それぞれ減少しましたが、総務費において庁舎建設資金基金積立金の増などにより９億

9,100 万円、民生費において児童手当の増や、物価高対応子育て応援手当支給事業費の皆増な

どにより 10 億 1,600 万円、消防費において後志共同消防指令センター整備事業費の増などに

より 14億 5,300万円、それぞれ増加し、歳出総額で 21億 8,300万円の増となりました。 
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土 木 費
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公 債 費

職 員 給 与 費

そ の 他

(議会費、消防費、

諸支出金など)

歳 出 合 計

 

総  務  費：庁舎の管理、企画調整、財務、税務、戸籍、統計調査、選挙などに使われる経費 

民  生  費：児童、高齢者、心身障害者等の福祉施設の整備や運営、生活保護などに使われる経費 

衛  生  費：保健所やごみ処理など健康で衛生的な生活環境を保持するために使われる経費 

労  働  費：失業や就業対策のために使われる経費 

農林水産業費：農業、林業、水産業の振興のために使われる経費 

商  工  費：商業や観光事業などの振興のために使われる経費 

土  木  費：道路、河川、住宅、公園など各種の公共施設の整備や維持管理などに使われる経費 

教  育  費：小・中学校、社会教育など教育関係に使われる経費 

公  債  費：借入金の元金・利子の支払いに使われる経費 

諸 支 出 金：直ちに特定の行政目的達成に結びつくものではない経費（財政調整基金積立金、特別

会計などへの借入金償還金など） 
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（２）性質別決算状況 

歳出を経費の性質別に見ると、７年度も前年度と同様に扶助費が最も多く、次いで人件費、

物件費の順となっています。 

9,159 9,069 9,257 9,160 9,575 9,494 9,211 9,013 10,074 9,906

17,992 17,394 17,207 17,389 17,106
19,828 18,465 19,054 18,608 19,423

5,218 5,475 5,218 4,995 4,905
5,135

4,637 4,511 4,487 4,708

4,483 4,419 4,369 4,582 5,448

6,363
7,915 6,694 7,325

7,8231,747 1,916 1,908 1,591 1,952

2,482 2,514 2,376
2,480

2,433
5,987 5,465

5,472 6,112

18,484 9,657
7,909

6,149
7,130

6,7127,040 6,857 6,954 6,911

7,001

6,879
6,831

7,059
7,148 7,142

3,157
2,553 1,304 2,561

4,007

3,083
3,527

3,441

4,396
5,436

3,359
2,766

2,518
2,261

2,889

2,657
3,056

2,879

2,974
3,222

58,142
55,914

54,207
55,562

71,367

65,578
64,065

61,176
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性質別歳出決算の推移
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人 件 費

扶 助 費

公 債 費

補 助 費 等

繰 出 金

普通建設事業

そ の 他

(積立金、貸付金

など)

歳 出 合 計

物 件 費

維 持 補 修 費

 

性質別経費のうち、「人件費」「扶助費」「公債費」の３つの経費は、いわゆる「義務的経費」

といわれ、固定的な性格の強い経費です。７年度では歳出全体の 51.0％（６年度 51.4％）を

占めており、本市財政の硬直化の一因となっています。 

義務的経費

34,037 <51.0%>

人 件 費

9,906 <14.8%>

扶 助 費

19,423 <29.1%>

公 債 費

4,708 <7.1%>

物 件 費

7,823 <11.7%>

維持補修費

2,433 <3.6%>

補助費等

6,712 <10.1%>

繰 出 金

7,142 <10.7%>

普通建設事業

5,436 <8.1%>

そ の 他

(積立金・貸付金など)

3,222 <4.8%>

歳出総額

66,805

歳出内訳の構成（７年度） 単位：百万円

 

 

扶 助 費：生活保護や医療助成など個人に給付される経費、保育所等の運営に係る経費など 

公 債 費：借入金の元金・利子の支払いに使われる経費 
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（３）人件費 

人件費は、２年度から新たに会計年度任用職員制度が導入されたことに伴い、元年度まで物

件費に分類されていた「賃金」が廃止され、「給料」や「職員手当等」として人件費に分類する

など、計上方法が大きく変わりました。 

前年度との比較では、給与改定に伴い、職員給与費で３億 6,500万円増加しましたが、退職

手当が定年延長の影響により４億 4,200万円減少したことなどにより、全体で１億 6,800万円

の減となりました。 

また、退職手当を含む職員給与費について、28年度と比較すると７億 7,900万円の増となっ

ています。 

7,291 7,422 7,446 7,441 7,761 7,724 7,618 7,783 8,151 8,516

867 607 753 652
869 846 663

277

863 4211,001 1,040 1,058 1,067
945 924

930 953

1,060 969
9,159 9,069 9,257 9,160

9,575 9,494
9,211 9,013

10,074 9,906
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職員給与費

(退職手当

を除く)

その他

(委員・会計

年度任用

職員報酬

など)

退職 手当

合 計

 

７年度の年度末職員数は、前年度と比較して、一般会計で 21 人の増となり、全会計の合計

でも 14人の増となりました。 

なお、28年度と比較すると全会計の合計で 50人の増となっています。 

54

40
49

43

61 66
54

29

63

48

998 1,023 1,021 1,012 984 970 985 1,008 1,001 1,022

1,657 1,674 1,673 1,689 1,661 1,638 1,652
1,706 1,693 1,707

0
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100

150

200

0

500

1,000
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2,000

H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

年度末職員数及び退職者数の推移

退職者数(一般会計分) 一般会計の職員数 全会計の職員数

職員数(人) 退職者数(人)

※職員数は、各年度末（3月31日）現在の人数です。
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（４）扶助費 

扶助費は 194億 2,300万円で、前年度と比較して、物価高対応子育て応援手当支給事業費で

２億円の皆増となったことなどにより、全体で８億 1,500万円(4.4％)の増となりました。 

なお、「児童手当・児童扶養手当」で２億 6,800 万円(16.1％)の増となっていますが、これ

は６年 10月から実施された児童手当の制度改正に伴う増などによるものです。 

28 年度と比較すると、「生活保護」で 18億 2,200 万円(21.8％)、「老人福祉」で３億 200万

円(56.3％)それぞれ減少しましたが、「障害者福祉」で 19億 4,800万円(52.2％)、「保育所等」

で 11 億 6,900 万円(78.1％)、「臨時給付金等」で６億 800 万円(59.6％)それぞれ増加してお

り、全体で 14億 3,100万円(8.0％)の増となっています。 

3,735 3,918 4,066 4,153 4,350 4,481 4,640 4,964
5,362 5,683

536
551 552 543 500 299 287

267
247

234

2,079 2,015 1,932 2,010 1,768 1,684 1,616
1,550

1,658
1,926

1,497
1,685 1,732

2,067 2,166 2,171 2,260
2,388

2,586

2,666

532
536 529

495 424 435 443
497

538

556

8,343
8,241 8,122

7,840
7,245

6,988 6,643

6,755

6,618

6,521

1,020

156

280

3,343

1,734

2,378 1,351

1,628
250

292
274

281
373

427

842

255

248

209

17,992

17,394 17,207 17,389
17,106

19,828

18,465
19,054

18,608

19,423
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扶助費の推移
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障害者福祉

老人 福祉

生活 保護

児童手当・

児童扶養手当

保育 所等

医療 助成

臨時給付金等

そ の 他

合 計

 

扶助費の区分の主な内容は次のとおりです。  

障害者福祉：自立支援医療(更生医療)給付費、重度障害者福祉手当、介護給付費、地域生活支援事業 

費など 

老 人 福 祉：老人ホーム保護費、ふれあいパス事業費など 

保 育 所 等：保育所費(市立保育所)、児童措置費(私立保育所、認定こども園など) 

医 療 助 成：重度心身障害者医療助成費、こども医療助成費、ひとり親家庭等医療助成費 

生 活 保 護：生活保護費 

そ の 他：就学援助費、結核対策費など 
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（５）公債費（元利償還額） 

※一時借入金利子及び市債の借換分を除きます。 

７年度の元利償還額は、一般会計では 47億 200万円で、前年度と比較して 2億 1,700万円、

4.8％の増、特別会計では 3億 1,600 万円で、前年度と比較して 3億 1,100万円、49.5％の減、

企業会計では 33億 9,000 万円で、前年度と比較して 1億 1,500万円、3.3％の減となり、全体

では前年度と比較して 2億 900万円、2.4％の減となりました。 

5,217 5,475 5,217 4,994 4,905 5,135 4,636 4,511 4,485 4,702

873 771
703 584 510 488

517 588 627
316

4,793 4,706 4,891
4,728
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3,884 3,673 3,505 3,390
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※借換えに伴う元金償還額を除く
 

７年度までに借り入れた市債の今後の元利償還額は、次のとおりです。 

4,615 4,812 5,001 4,895 4,538 4,243 3,978
3,522

3,050
2,461

318
321

322 318
308

266
226

164

126

97

3,481 3,157 2,803
2,595

2,390

2,044
1,894

1,749

1,537

1,284

8,414 8,290 8,126
7,808

7,236

6,553
6,098

5,435

4,713

3,842
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※今後の元利償還額は、利率見直しによる利率の変動や借換えにより変動します。なお、令和８

年度以降新たに借り入れる市債の元利償還額は、このグラフに含まれていません。 

 
公債費：借入金の元金・利子の支払いに使われる経費 
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各年度の借入額と元金償還額は、28 年度以降は借入額が元金償還額を下回って推移してい

ます。 

７年度の借入額は前年度と比較し 3億 6,900 万円減少していますが、これは一般会計におい

て、臨時財政対策債の皆減などにより 1 億 6,000 万円減少したほか、水道事業会計において、

建設改良工事の減に伴う借入額の減により、2億 5,700万円減少したことなどによるものです。 

6,214
5,900

6,188 5,991
8,799

5,961

6,206
5,238

8,133
7,764

9,783 10,009 10,007
9,630

8,945 9,111 8,614 8,369

8,202 7,873
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７年度末の市債残高は、一般会計で 458 億 600 万円、特別会計で 26 億 2,300 万円、企業会

計で 305億 4,400万円、総額では 789億 7,300万円となり、前年度と比較して 1億 900万円の

減となりました。 

また、一般会計の市債残高のうち臨時財政対策債は 147億 5,200万円で、前年度と比較して

16 億 9,600万円の減となりました。 

48,805 47,127 45,071 44,020 44,661 43,748 42,876 41,702 42,472
45,806

6,591 5,871 6,794 7,032 6,824 6,561 6,253 5,964 5,659
2,623
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42,446

39,760
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31,485 30,951 30,544
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91,625
87,986 87,840
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79,151 79,082 78,973
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（６）貸付金 

７年度の貸付金は 8億 1,000万円で、前年度と比較して 1億 7,900 万円、18.1％の減となり

ました。これは、中小企業経営安定健全化資金貸付金などの減により、商工関係制度融資預託

金が 1億 7,700万円減少したことなどによるものです。 

なお、２年度は前年度と比較してその他が 4億 6,800万円増加していますが、これはプレミ

アム付商品券事業の実施に伴う実行委員会への貸付金の増によるものです。 
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（７）繰出金 

７年度の繰出金は 71億 4,100万円で、前年度と比較すると 700万円、0.1％の減となりまし

た。これは、病院事業会計への繰出金が、救急医療の確保に要する経費の増などにより 1 億

1,800万円増加しましたが、住宅事業特別会計への繰出金が、特別会計の廃止に伴い皆減した

ことにより 5,900 万円、下水道事業会計への繰出金が、汚水公費負担分などの繰出しの減によ

り 4,200万円、それぞれ減少したことなどによるものです。 

1,321 1,207 1,152 1,072 1,036 1,087 1,114 1,147 1,205 1,179
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繰出金：一般会計、特別会計、企業会計の相互間において支出される経費 
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（８）普通建設事業費 

７年度の普通建設事業費は 93 億 800 万円で、前年度と比較すると 9 億 4,200 万円、11.3％

の増となりました。これは、住宅事業特別会計の廃止に伴い、住宅事業費を一般会計へ移行し

たことなどにより、特別会計で２億 9,900 万円、92.8％の減となりましたが、後志共同消防指

令センター整備事業費などの増により、一般会計で 10 億 4,000 万円、23.7％の増となったほ

か、下水道事業会計において中央下水終末処理場の護岸工事や処理場設備の更新等事業費など

の増により、企業会計で２億 100万円、5.5％の増となったことなどによるものです。 
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◇主な建設事業の実施状況 (単位：百万円)

事業名 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

北海道新幹線建設費負担金 6 40 8 15 13 4 34 47 52

防災行政無線（同報系）整備事業 5 7 145 150

防災情報通信設備整備事業 6 39 62

銭函小学校放課後児童クラブ新築事業 127

大規模改修事業（市民会館） 60 85 85 73

葬斎場再整備事業 45 96 48 93 89 6

廃棄物最終処分場拡張整備事業 9 46 114 8 42 8

駐車場整備事業（堺町観光バス駐車場） 335 110 22
臨時市道整備事業 324 314 304 323 320 315 279 341 302 139

ロードヒーティング更新事業 40 49 60 82 16 15 76 87 50 31

道路ストック更新事業 22 28 31 46 2 3 25 60

橋りょう長寿命化事業(銭函高架橋耐震化事業含む) 157 151 209 285 221 418 111 57 141 149

高速道路周辺道路整備事業 42 41 43

河川整備事業(銭函地区河川防災事業含む) 42 24 16 26 6 16 11 49

都市公園安全･安心事業 28 57 77 22 34 43 38 38 30 89

小樽公園再整備事業 58 12 22

総合公園再整備事業（小樽公園） 20 2

住宅事業（R7特別会計から一般会計へ移行） 535

港湾国直轄工事費負担金 203 200 135 133 548 328 201 333 68 37

臨港道路改良事業 25 12 13 7 4 16 18 18

岸壁改良事業(第2号ふ頭／第3号ふ頭) 7 19

色内ふ頭老朽化対策事業 19 135 267 185 258 150 330 325

第３号ふ頭及び周辺再開発事業 10 33 453 364 1,062 815

消防機動力増強・近代化事業(消防自動車等) 83 106 25 68 63 61 54 130

救急業務高度化推進事業(救急自動車等) 26 27 10 35 75 40

消防署オタモイ出張所建設事業 338

消防署手宮支署建設事業 15 667

後志共同消防指令センター整備事業 28 1,355

空調設備整備事業費（小・中学校） 771

校内通信ネットワーク整備事業（小・中学校） 387

校舎等改築事業(手宮中央小) 247

校舎等改築事業(山の手小) 587 1,223

校舎改築事業(朝里中) 105

耐震補強・大規模改造等事業(小・中学校) 456 15 665 457 187 475 570

重要文化財旧日本郵船(株)保存修理事業 16 1 73 391 292 203 190

新総合体育館整備事業費 29 3

手宮公園競技場整備事業 54 17 223

[特別会計]港湾整備事業(上屋整備事業ほか) 20 56 728 282 105 27 34 48 43 23

[特別会計]港湾整備事業(ひき船建造事業) 327 328

[特別会計]住宅事業（R6特別会計廃止） 321 574 716 121 211 173 209 263 279
[企業会計]水道事業 836 1,208 903 906 1,019 818 1,186 1,054 1,513 1,294
[企業会計]下水道事業 797 836 784 856 1,612 1,100 1,466 1,150 1,851 2,033

普通建設事業費：道路、橋、学校、公園等公共及び公用施設の新増設等に要する経費 
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６．主な財政指標  

（１）健全化判断比率及び資金不足比率 

｢地方公共団体の財政の健全化に関する法律｣ に基づき算定した各比率は下記のとおりです。 

７年度決算では、すべての健全化判断比率及び資金不足比率が、早期健全化基準及び経営健

全化基準を下回りました。 

［健全化判断比率］ (単位：％)

早期健全化基準 財政再生基準

－ － － － － 11.68 20.00

－ － － － － 16.68 30.00

5.7 4.7 4.0 3.6 3.4 25.0 35.0

30.1 26.0 25.0 26.6 23.2 350.0

※ 連結実質赤字比率の財政再生基準 ・・・ H21決算40％、H22決算35％、H23決算以降30％

［資金不足比率］ (単位：％)

－ － － － － 

－ 

－ － － － － 

－ － － － 4.1

－ － － － － 

－ － － － － 

－ － － － － 

－ － － － － 

※青果物卸売市場事業特別会計は３年度末で廃止しました。

R3決算指　　標　　名
（参　　考）

R7決算R6決算R5決算R4決算

将来負担比率

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

簡易水道事業会計

港湾整備事業特別会計

青果物卸売市場事業特別会計※

20.0

（参　　考）

水産物卸売市場事業特別会計

R3決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7決算
経営健全化基準

会　　計　　名

病院事業会計

水道事業会計

下水道事業会計

産業廃棄物等処分事業会計

 
 

 

   実 質 赤 字 比 率：一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率 

   連結実質赤字比率：全会計を対象とした実質赤字及び資金不足の合計から実質黒字及び資金余剰の 

            合計を控除した額の標準財政規模に対する比率 

   実質公債費比率：一般会計等が負担する市債の元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対 

            する比率 

   将 来 負 担 比 率：一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率 

   資 金 不 足 比 率：公営企業ごとの資金の不足額の事業規模に対する比率 

   早期健全化基準：健全化判断比率のどれか一つでもこの基準を上回ると、財政健全化計画の策定 

   (イエローカード) ・公表が義務づけられます。 

   財 政 再 生 基 準：健全化判断比率のどれか一つでもこの基準を上回ると、財政再生計画の策定・ 

   (レッドカード) 公表が義務づけられます。また、この計画について、総務大臣の同意が得られ 

            ていなければ、災害復旧事業債等を除き市債の借入れができなくなります。 

   経営健全化基準：公営企業の早期健全化基準に相当するもので、この基準を上回ると、経営健全 

   (イエローカード) 化計画の策定・公表が義務づけられます。 
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（２）財政力指数 

７年度の財政力指数（３か年平均）は 0.469で、標準的な行政サービスを提供するために必

要な経費に対して 53.1％を普通交付税に依存している状況にあります。 
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0.459 0.463
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財政力指数（３か年平均）の推移

 

道内主要都市 11市の中では、三番目に低い数値となっています。 
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財政力指数：地方公共団体の財政力の強弱を示す指標で、基準財政収入額（標準的に収入し得る収

入額）を基準財政需要額（標準的な行政サービスを提供するために必要な支出額）で

除して得た数値の 3 か年平均値。なお、基準財政収入額、基準財政需要額と普通交付

税との関係は以下のとおりで、財政力指数が低いほど普通交付税に依存していること

になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

臨時財政対策債

 普通交付税

基準財政需要額

ａ　－　ｂ
                         単位費用 基準財政収入額

×

測定単位 標準的な地方税収入

                          a (国勢調査人口など) － b ×　　　　　　　　　　　　　財政力指数　＝　ｂ / ａ
× 算入率

補正係数 (市町村75%）

＋

地方譲与税など

＝地方に交付すべき地方交付

税の財源が不足していること

から、13年度から国が本来交
付すべき地方交付税額の一部

を地方自治体に借入を認める

地方債（後年度に支払う元利

償還額は普通交付税の算定

に100％算入される）
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（３）経常収支比率 

７年度の経常収支比率は 92.5％で、前年度と比較して、歳出では補助費等や繰出金などが

増加しましたが、歳入では個人市民税などの市税や普通交付税が増加したことなどにより、2.5

ポイント低下しました。 

本市の経常収支比率は、90％を超える状況が続いており、政策的な事業に使える財源が少な

く、非常に硬直した財政構造となっています。 
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道内主要都市 11市の中では、七番目に高い数値となっています。 
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経常収支比率：財政構造の弾力性を示す指標で、毎年度経常的に支出される経費に充当された一般

財源が、地方税や普通交付税などの毎年度経常的に収入される一般財源や臨時財政

対策債等の合計額に占める割合。数値が低いほど一般財源に余裕があり、基金への

積立てや政策的な事業を行うための財源として利用できることを示し、数値が高い

ほど財政構造が硬直化していることを示す。 

 


